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令和５年度３月補正予算の概要 

１ 予算編成の考え方 

国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に伴う対応など、緊急に対応すべ

き予算を計上するとともに、事業計画の見直しに伴う事業費の調整など事業の進捗

に基づく予算の整理を行った。 

 

２ 一般会計補正予算（第９号）の概要 

（１）予算規模 

歳入については、国県支出金、繰入金、市債など、歳出については、予算編成

の考え方に基づき、それぞれ計上した。 

この結果、補正額 845,162 千円を減額し、補正後の一般会計歳入歳出総額が

54,952,689 千円となった。 

 

（２）主な補正内容           【凡例】 ○新：新規事業 ○拡：拡充事業 

①国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に伴う緊急的対応 

○新畜産用飼料高騰緊急対策事業（P22） 21,800千円 

②南相馬市第三次総合計画「７つの政策の柱」の取組 

政策の柱２ こども・子育て 

結婚新生活支援事業（P18） 18,065千円 

乳幼児子ども医療費助成事業（P20） 8,974千円 

○新地域子育て支援拠点施設整備事業（P20） 14,964千円 

 認定こども園・地域型保育事業所保護者助成事業補助金（P20） 1,244千円 

原町さくらい保育園解体事業（P20） 59,068千円 

政策の柱４ 産業・しごとづくり・移住定住 

○拡ロボット産業等推進事業（P22） 4,133千円 

政策の柱５ 都市基盤・環境・防災 

 定額タクシー事業（P18） 11,616千円 
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政策の柱６ 地域活動・行財政 

 ふるさと応援寄附金推進事業（P18） 5,254千円 

政策の柱７ 原子力災害復興 

 農山漁村地域復興基盤総合整備事業負担金（P22） 7,313千円 

③その他の緊急的対応 

災害対策一般経費（P24） 12,400千円 

 

（３）継続費の補正 

（変更）                                  （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）繰越明許費の補正 

（追加）                                  （単位：千円） 

 

 

 

 

 

金　額

2 総務費 44,580

1 29,381

9,988

19,393

3 15,199

15,199

総務管理費

款 項 事　業　名

財産管理一般経費

新庁舎建設推進事業

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳一般経費

総　額 年　度 年割額 総　額 年　度 年割額

平成28年度 1,722,000 平成28年度 1,722,000

平成29年度 3,568,516 平成29年度 3,568,516

平成30年度 3,605,674 平成30年度 3,605,674

令和元年度 2,526,757 令和元年度 2,526,757

令和2年度 1,106,309 令和2年度 1,106,309

令和3年度 1,158,846 令和3年度 1,158,846

令和4年度 812,618 令和4年度 812,618

令和5年度 11,006 令和5年度 5,937

令和6年度 5,069

令和3年度 224,646 令和3年度 224,646

令和4年度 469,803 令和4年度 469,803

令和5年度 293,210 令和5年度 293,210

令和6年度 297,229 令和6年度 302,596

令和元年度 289,449 令和元年度 289,449

令和2年度 0 令和2年度 0

令和3年度 115,750 令和3年度 115,750

令和4年度 115,750 令和4年度 115,750

令和5年度 57,802 令和5年度 0

令和6年度 57,802

令和4年度 286,580 令和4年度 286,580

令和5年度 95,260 令和5年度 91,730

令和6年度 163,320 令和6年度 166,850

令和4年度 598,369 令和4年度 598,369

令和5年度 1,125,111 令和5年度 891,283

農業水利施設等保全再生事業
（再対策工）

1,284,888 1,290,255

農山村地域復興基盤総合整備
事業（西殿堰）

578,751 578,751

農業水利施設等保全再生事業
（対策工）

14,511,726 14,511,726

款 項 事　　業　　名
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

6
農林水
産業費

5
原子力災害農林水産
対策費

6
農林水
産業費

5
原子力災害農林水産
対策費

農林水
産業費

原子力災害農林水産
対策費

6 5

545,160

1,489,652

小高川ポンプ場営繕事業 545,160

10 教育費 7 東日本大震災教育対策費 市民プール更新事業 1,723,480

8 土木費 4 都市計画費
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3 民生費 278,568

1 194,398

152,728

26,517

3,473

11,680

2 69,206

10,138

59,068

5 14,964

14,964

4 衛生費 257,505

1 25,045

21,911

3,134

5 232,460

232,460

6 農林水産業費 217,800

1 13,936

13,936

5 203,864

66,649

62,846

74,369

7 商工費 40,995

1 40,995

31,000

9,995

8 土木費 218,635

2 218,635

22,000

3,910

29,700

47,550

115,475

9 消防費 106,000

1 106,000

106,000

10 教育費 65,728

5 46,544

46,544

6 19,184

19,184

11 災害復旧費 244,169

1 213,469

65,569

50,000

20,000

77,900

2 30,700

9,700

21,000

児童福祉費

社会福祉費

住民税均等割のみ課税世帯・低所得子育て世帯支援給付金支給事業

障がい者グループホーム施設整備補助金

社会福祉施設等物価高騰対策支援事業補助金（障がい者施設等）

社会福祉施設等物価高騰対策支援事業補助金（高齢者施設等）

市単独道路新設改良事業

原子力災害農林水産対策費

原町さくらい保育園解体事業

東日本大震災民生対策費

地域子育て支援拠点施設整備事業

保健衛生費

医療施設等物価高騰対策事業補助金

感染症予防事業

東日本大震災衛生対策費

最終処分場延命化事業

農業費

市単土地改良事業補助金

過年発生単独災害復旧事業（道路橋梁施設）

現年発生公共災害復旧事業（農地農業用施設）

消防費

防災備蓄倉庫管理運営・備蓄物資配備事業

社会教育費

図書館管理運営事業

保健体育費

給食センター整備推進事業

農林水産施設災害復旧費

現年発生単独災害復旧事業（農業用施設）

民間保育所等施設整備事業補助金

現年発生単独災害復旧事業（林業施設）

現年発生公共災害復旧事業（林業施設）

公共土木施設災害復旧費

過年発生公共災害復旧事業（道路橋梁施設）

道路メンテナンス事業（橋梁維持）

被災地域農業復興総合支援事業（農業用機械等）

農業基盤整備促進事業

ふくしま森林再生事業

商工費

企業立地促進事業助成金

ロボット産業等推進事業

道路橋梁費

道路維持管理事業

簡易舗装事業

社会資本整備総合交付金事業（道路新設改良）
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（５）債務負担行為の補正 

（変更）                                  （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）地方債の補正 

（追加）                                  （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更）                                  （単位：千円） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

限度額 起債の方法 償還の方法

35 社会資本整備総合交付金事業（道路）

充　当　率　１００％
交付税措置　元利償還金の５０％

2,800

36 過年発生公共土木施設補助災害復旧事業

充　当　率　１００％
交付税措置　元利償還金の９５％

4,000

37 過年発生社会福祉施設等単独災害復旧事業

充　当　率　１００％
交付税措置　元利償還金の４７．５％

1,300

起債の目的 利率

証書借入
又は

証券発行

　年３．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

　融資条件の定めの
ある資金について
は、その融資条件に
より、その他の資金
については相手方と
の協定によるものと
する。
　ただし、繰上償還
をし、償還年限を短
縮し、又は低利債に
借り換えることがで
きるものとする。

期　　　間 限　　度　　額 期　　　間 限　　度　　額

道路メンテナンス事業（橋梁維持）
南原町跨線橋

令和６年度から
令和７年度まで

―
令和６年度から
令和８年度まで

―

道路メンテナンス事業（橋梁維持）
東町桜井町跨線橋

令和６年度から
令和７年度まで

―
令和６年度から
令和８年度まで

―

事　　　項
補　　正　　前 補　　正　　後

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

2 電気自動車整備事業 20,100 － － － 27,900 － － －

4 粗大ごみ処理施設改修事業 17,800 － － － 13,400 － － －

5 ごみ最終処分場改修事業 4,900 － － － 4,800 － － －

6 リサイクルプラザ施設改修事業 5,100 － － － 5,000 － － －

7 し尿処理施設改修事業 58,100 － － － 54,300 － － －

8 ごみ最終処分場施設整備事業 12,300 － － － 10,200 － － －

9 道路メンテナンス事業（橋梁維持） 105,300 － － － 78,200 － － －

10 社会資本整備総合交付金事業（道路） 61,800 － － － 34,000 － － －

11 側溝新設事業 120,000 － － － 116,000 － － －

13 社会資本整備総合交付金事業（公園維持） 13,500 － － － 9,400 － － －

14 公園施設改修事業 31,200 － － － 27,600 － － －

18 防災情報発信強化事業 631,700 － － － 599,600 － － －

19 防災備蓄倉庫機能強化事業 81,200 － － － 106,000 － － －

20 屋内運動場照明設備改修事業（中学校） 24,600 － － － 7,500 － － －

21 浦尻貝塚史跡公園整備事業 180,600 － － － 170,400 － － －

起債の目的
補正前 補正後
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（廃止）                                  （単位：千円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 特別会計補正予算の概要  

（１） 国民健康保険特別会計（補正第3号） 

保険給付費等の実績に基づく予算の整理などを行うもので、補正額 158,383
千円を減額し、補正後の歳入歳出総額が 9,189,616 千円となった。 

（２） 介護保険特別会計（補正第4号） 

保険給付費及び地域支援事業費の実績に基づく予算の整理などを行うもので、

補正額 3,718 千円を追加し、補正後の歳入歳出総額が 7,488,045 千円となった。 

（３） 育英資金貸付特別会計（補正第1号） 

令和４年度決算に伴う繰越金の追加や貸付金の実績に基づく予算の整理などを

行うもので、補正額 5,649 千円を追加し、補正後の歳入歳出総額が 43,542 千

円となった。 

（４） 亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計（補正第1号） 

令和４年度決算に伴う繰越金の追加などを行うもので、補正額 3,683 千円を追

加し、補正後の歳入歳出総額が 22,742 千円となった。 

（５） 工場用地等整備事業特別会計（補正第3号） 

フロンティアパークの用地購入費などの補正を行うもので、補正額 23,540 千

円を追加し、補正後の歳入歳出総額が 2,305,373 千円となった 

繰越明許費 

（追加）                                  （単位：千円） 

 
 
 

限度額 起債の方法 償還の方法

24 過年発生公共土木施設補助災害復旧事業 3,600

証書借入
又は

証券発行

　
　融資条件の定めの
ある資金について
は、その融資条件に
より、その他の資金
については相手方と
の協定によるものと
する。
　ただし、繰上償還
をし、償還年限を短
縮し、又は低利債に
借り換えることがで
きるものとする。

起債の目的 利率

　
　年３．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

金　額

5 フロンティアパーク整備事業費 202,237

1 工場用地造成事業費 202,237

フロンティアパーク整備事業 202,237

款 項 事　業　名

22 泉官衙遺跡史跡公園整備事業 72,300 － － － 53,900 － － －

23 市民プール更新事業 934,000 － － － 712,500 － － －
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（６） 太田財産区特別会計（補正第2号） 

実績に基づく予算の整理などを行うもので、補正額 78 千円を減額し、補正後

の歳入歳出総額が 4,436 千円となった。 

（７） 後期高齢者医療特別会計（補正第4号） 

令和４年度の療養給付費負担金の確定などに伴う補正を行うもので、補正額

3,713 千円を追加し、補正後の歳入歳出総額が 665,395 千円となった。 

（８） 水道事業会計（補正第2号） 

収益的支出は、電気料や通信運搬費などの減により、補正額 18,718 千円を減

額し、補正後の支出総額が 1,188,823 千円となった。 

資本的支出は、事業進捗に基づく予算の整理などを行うもので、補正額

249,795 千円を減額し、補正後の支出総額が 1,643,295 千円となった。 

（９） 病院事業会計（補正第3号） 

収益的支出は、医薬品費や利用児童数の増に伴う院内保育所運営委託料などの

増により、補正額 39,168 千円を追加し、補正後の支出総額が 6,051,149 千円

となった。 

資本的支出は、電子カルテシステム更新の計画変更に伴う建設改良費などの減

により、補正額 167,964 円を減額し、補正後の支出総額が 1,158,026 千円とな

った。 

（１０）工業用水道事業会計（補正第2号） 

収益的支出は、電気料や横川ダム負担金などの減により、補正額 3,067 千円を

減額し、補正後の支出総額が 393,229 千円となった。 

資本的支出は、事業進捗に基づく予算の整理などを行うもので、補正額

169,660 千円を減額し、補正後の支出総額が 468,510 千円となった。 

（１１）下水道事業会計（補正第2号） 

収益的支出は、電気料や委託料などの減により、補正額 53,057 千円を減額し、

補正後の支出総額が 1,736,563 千円となった。 

資本的支出は、事業進捗に基づく予算の整理などを行うもので、補正額

204,980 千円を減額し、補正後の支出総額が 1,692,762 千円となった。 


